平成２３年第３回奥多摩町議会定例会　会議録

１　平成23年９月６日午前10時00分、第３回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　師岡　伸公君　　第２番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君

　　　　第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君

　　　　第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君

第10番　村木　征一君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し
４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
　　　　病院事務長　川村　文雄君　　代表監査委員　滝島　勇一君
　　　　

平成２３年第３回奥多摩町議会定例会議事日程[第１号]
平成23年９月６日（火）

午前10時00分開会・開議

会　期　　平成23年９月６日～９月16日（11日間）

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	議長定例町議会開会・開議宣告
	――

	２
	――
	　　　　　　　　　　　　２番　酒　井　正　利　議員

会議録署名議員の指名

　　　　　　　　　　　　３番　原　島　伸　行　議員

	３
	――
	会期の決定について
	決　　定

	４
	――
	議会関係諸報告
	――

	５
	――
	町長あいさつ
	――

	６
	議案第42号
	奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例
	原案可決

	７
	議案第43号
	　非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	８
	議案第44号
	奥多摩町防災会議条例の一部を改正する条例
	原案可決

	９
	議案第45号
	奥多摩町議会議員定数条例の一部を改正する条例
	原案可決

	10
	議案第46号
	西秋川衛生組合規約
	原案可決

	11
	認定第 １号
	平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について
	決算特別委
員会付託

	12
	認定第 ２号
	平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	決算特別委
員会付託

	13
	認定第 ３号
	平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	決算特別委
員会付託

	14
	認定第 ４号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	決算特別委員会付託

	15
	認定第 ５号
	平成22年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
	決算特別委
員会付託

	16
	認定第 ６号
	平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について
	決算特別委
員会付託

	17
	認定第 ７号
	平成22年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	決算特別委
員会付託

	18
	認定第 ８号
	平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	決算特別委
員会付託

	19
	認定第 ９号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について
	決算特別委
員会付託

	20
	報告第 ２号
	平成22年度決算における奥多摩町健全化判断比率の報告について
	――

	21
	報告第 ３号
	平成22年度決算における奥多摩町資金不足比率の報告について
	――

	22
	報告第 ４号
	奥多摩町教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検及び評価（平成22年度分）の報告について
	――

	23
	議案第47号
	平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第１号）
	連合審査会
付託

	24
	議案第48号
	平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第１号）
	連合審査会
付託

	25
	議案第49号
	平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第１号）
	連合審査会
付託

	26
	議案第50号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
	連合審査会
付託

	27
	議案第51号
	平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第1号）
	連合審査会
付託

	28
	議案第52号
	平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算

（第１号）
	連合審査会
付託

	29
	議案第53号
	平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第１号）
	連合審査会
付託

	30
	議案第54号
	自治功労者の決定に同意を求めることについて
	原案同意

	31
	議案第55号
	奥多摩町教育委員会委員の任命の同意を求めることについて
	原案同意

	32
	議案第56号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19請負契約について
	原案可決

	33
	議員提出議案第　１　号
	奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例
	原案可決


（午後２時26分　散会）

午前10時00分　開会・開議

○議長（鈴木　賢一君）　これより平成23年第３回奥多摩町議会定例会を開会します。

　直ちに本日の会議を開きます。

日程第２　会議録署名議員の指名を議題とします。

本件については、会議規則第115条の規定により、議長において指名します。

本定例会の会議録署名議員に、

２　番　酒井　正利議員、

３　番　原島　伸行議員、

以上２名を指名します。

次に、日程第３　会期の決定について、を議題とします。

本件については、去る８月31日、議会運営委員会が開かれ、本定例会の運営について協議が行われておりますので、その結果を議会運営委員会委員長　師岡　智議員よりご報告願います。師岡　智議員。

〔議会運営委員長　師岡　　智君　登壇〕

○議会運営委員長（師岡　　智君）　皆さん、おはようございます。

　議会運営委員会の報告を申し上げます。

　平成23年第３回奥多摩町議会定例会の運営について、８月31日、議会運営委員会を開催しましたので、その協議結果を報告します。

　初めに、本定例会の会期でありますが、本日から９月16日までの11日間とすることに決定をしております。

　次に、会期中の諸日程でありますが、配付してあります会議予定程表をご覧ください。

まず本日、６日の本会議でありますが、会議録署名議員の指名及び会期の決定に続いて閉会中の議会関係諸報告が行われた後、本定例会の開会にあたり町長よりあいさつがあります。あいさつ終了後、議案が上程されます。

次に、９月７日は、連合審査会を開会し、各常任委員会合同で平成23年度補正予算７会計の審査及び採決を行います。

次に、一般質問でありますが、本会議２日目の９月９日に行います。通告者は７名で、通告順に行いますが、簡潔な質問、応答をされることをお願いいたします。

次に、９月13日本会議の３日目でありますが、連合審査会に付託して審査が行われた各会計の補正予算の採決を行います。

また、同日、本会議終了後及び14日の２日間、議長と議会選出監査委員を除く委員12名で構成する決算特別委員会を開会し、平成22年度の各会計の決算に関する審査を行い、14日に採決を行います。

次に、９月16日の本会議４日目は、本定例会の最終日であり、決算特別委員会に付託し、審査が行われた平成22年度全９会計決算についての委員長報告及び採決を行います。

次に、本日の審議内容について申し上げます。

配付してあります議会運営委員会結果一覧表をご覧ください。

議案第42号の奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例から議案第46号の西秋川衛生組合規約までの以上５議案につきましては、いずれも単独上程の即決と決定しております。

次に、認定第１号から認定第９号までの９会計の決算認定案については一括上程され、会計管理者から説明終了後に、報告第２号及び報告第３号として平成22年度決算における健全化判断比率及び資金不足比率についての報告があります。

次に、滝島代表監査委員による決算並びに健全化判断比率等の審査報告を行っていただきます。代表監査委員の審査報告終了後、認定第１号から認定第９号までについては、決算特別委員会に審査を付託することに決定しております。なお、暫時休憩をとり、正副委員長の互選も行われる予定になっております。

次に、報告第４号として、奥多摩町教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検及び評価について報告があります。

次に、議案第47号から議案第53号までの平成23年度一般会計を始めとする特別会計補正予算７議案については、一括上程とし、連合審査会に審査を付託します。

次に、議案第54号の自治功労者の決定に同意を求めることについては、単独上程の即決とし、採決については起立採決と決定しております。

次に、議案第55号　奥多摩町教育委員会委員の任命に同意を求めることについては、単独上程の即決とし、採決については無記名投票と決定しております。

次に、議案第56号の奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19請負契約については、単独上程の即決と決定しております。

なお、議案第56号については、企画財政課長が概要説明を行い、その後、担当課長が補足説明を行います。

また、この契約の相手方が清水建設株式会社となっておりますので、９番清水議員には上程前に退席をいただくことになります。

次に、議員提出議案第１号については、単独上程の即決と決定しています。

また、本定例会に対しての請願書及び陳情書の受け付けはないとのことであります。

以上が、上程別、採決別、取り扱いを含めた議会運営委員会の協議結果であります。

本定例会の運営が効率的かつ円滑に進行できますよう、議員各位並びに理事者のご協力をお願いし、議会運営委員会の委員長の報告といたします。以上です。

○議長（鈴木　賢一君）　議会運営委員会委員長の報告は以上のとおりであります。

　お諮りします。本定例会の会期は本日から９月16日までの11日間とし、議案の上程別及び採決別についても、合わせて委員長の報告のとおり決定したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は、本日から９月16日までの11日間とすることに決定しました。

　なお、本定例会の会議日程については、配付してあります会議予定表のとおり進めたいと思います。ご協力よろしくお願いします。

　また、本日の日程は、お手元に配付のとおりであります。

　次に、日程第４　議会関係諸報告でありますが、議会関係の閉会中の諸報告及び監査委員の例月出納検査報告については、お手元に配付のとおりであります。

　次に、閉会中に総務文教常任委員会及び経済厚生常任委員会並びに秋川衛生組合臨時議会が開かれておりますので、その概要を、まず、総務文教常任委員会委員長　前田悦男議員から報告願います。前田悦男議員。

〔総務文教常任委員長　前田　悦男君　登壇〕

○総務文教常任委員長（前田　悦男君）　議会閉会中に開催した総務文教常任委員会の委員長報告をいたします。

　本委員会は、去る８月24日午前10時より、本委員会委員５名の出席のもと、奥多摩消防署の視察を、総務課防災係長及び議会事務局職員の随行のもとに行いました。

　最初に、山形署長からごあいさつをいただく中で、昨年10月に就任して以来、管内では大きな災害もなく経過しているが、３月11日の大震災により、福島県の被災地に青梅消防署と合同で奥多摩消防署からは２名の署員を派遣しているとの報告もありました。

　その後、副署長から資料に基づいて消防行政の概要の説明を受け、多摩地区の消防費の平成23年度の当初予算は590億4,800万円となっている。その内訳は、給与関係費485億800万円、事業費105億4,000万円で、主な事業では、１として、震災、ＮＢＣテロ等の大規模災害に対する都民生活の安全対策、２として、火災、急病、事故等に、より迅速、的確に対応し、都民生活の安全対策、３つとして、危険が少なく都民が安心して暮らせる町をつくる対策、４つとして、都民の安心、安全を支えるための災害活動基盤を整備する対策、５つとして、都民サービスの向上を目指した組織整備と人材育成を行う対策など多岐にわたる事業展開を行っております。

　我が奥多摩消防署も昭和49年４月１日から東京消防庁へ受託して以来、既に37年を経過し、署の老朽化等もあることから、平成27年の夏ごろまでに建て替えの計画があるとのことであり、総面積2,200平方メートル、地下１階、地上４階建てで、なお一層充実し、奥多摩町民はもとより来遊者の安心・安全の確保がさらに保たれるのではないかと望むところでもあります。

　次に、予防課長から災害状況の説明があり、奥多摩管内では山岳救助活動が年々増加している。特に土日が多いが、平日も増加しつつあるとのことである。また、普通火災、危険物火災、救急特別、大規模災害における消防出動部隊の説明があり、きめ細かな事前の取り組みが行われており、安心するとともに署員の苦労もうかがえるところでもあります。

そのほか、奥多摩管内の土砂災害事例や山岳救助活動の現状など、映像による説明、報告がありました。

次に、救急隊長から、ＡＥＤの取り扱い方と署員による実技を見学いたしました。

次に、屋外へ出て署の向かい側、山林内で行われた山岳救助訓練の視察を行いました。訓練の内容は、10名の救急隊員により、けが人を救命担架に乗せ、斜面が30度以上の崖地をロープを利用し搬送する訓練で、隊長の指揮のもとに隊員の手際よい連携と短時間で搬送する様子は、常日頃の厳しい訓練の成果であると感じたところでもあります。今後も山形署長を中心に都民の安心・安全のため、引き続き消防行政の推進を期待するところであります。

以上で、総務文教常任委員会委員長報告といたします。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、総務文教常任委員会委員長の報告は終わりました。

　次に、経済厚生常任委員会委員長　清水典子議員から報告願います。清水典子議員。

〔経済厚生常任委員長　清水　典子君　登壇〕

○経済厚生常任委員長（清水　典子君）　議会閉会中に開催した経済厚生常任委員会の委員長報告をいたします。

本委員会は、去る８月26日、午前９時より、本委員会委員４名、総務文教常任委員会委員１名出席のもと、川乗谷と境・西久保に設置されたバイオマストイレの視察を、観光産業課長、観光商工係長及び議会事務局職員の随行により行いました。

川乗谷のトイレは、林道を約2.7キロメートルさかのぼった細倉橋際に設置されており、まず観光産業課長及び観光商工係長から、トイレの仕組み、その動力源となる水力発電設備の説明を受けました。トイレは洋式が１室で、おがくずを攪拌させ、し尿を処理するもので、発電設備は275メートル上流から２本の導水管を引き、２台の発電機により常時発電を行うとともに、４台のバッテリーにより発電停止時に備えているとのことでした。

その後、取水地まで登山道を登りましたが、太さ100ミリメートルの導水管の延長や取水槽の設置など、難工事であったことがうかがえました。また、トイレ脇には電力表示板が設置されており、現在の発電量とともに化石燃料を使用した場合に相当するＣＯ２の量、言いかえれば、ＣＯ２の削減量が表示されており、水源の保全と環境に対する配慮を、何らかの形でもっと広くＰＲすべきではないかと感じました。

続いて、西久保園地では、東京都水道局が設置した川乗谷と全く同型のトイレを視察しましたが、こちらは東京電力から電気の供給を受けており、発電設備収納庫などがない分、川乗谷と比較すると安上がりであり、私たちがふだん当たり前に使用している電気のありがたさを痛感することができました。

今後もエコに対する取り組みの強化と、奥多摩町の観光のイメージアップを図る努力を続けていただきたいと思います。

以上で、経済厚生常任委員会の委員長報告を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、経済厚生常任委員会委員長の報告は終わりました。

　先ほどは失礼しました。閉会中に下水道事業特別委員会も開かれておりますので、後ほど報告をお願いします。

　次に、秋川衛生組合議会議員　師岡　智議員から報告願います。師岡　智議員。

〔秋川衛生組合議会議員　師岡　　智君　登壇〕

○秋川衛生組合議会議員（師岡　　智君）　平成23年第１回秋川衛生組合議会臨時会が開催されましたので報告いたします。

　去る８月１日午前10時から、あきる野市役所で開かれ、町からは、河村町長、竹内議員、原島議員、そして私と浜野住民課長が出席をいたしました。

　臨時会に先立ち、檜原村で選出議員の改選が行われ、議長が欠けていることから、副議長である私、師岡が議長となり進行いたしました。

　檜原村では、４月24日、村会議員選挙が行われ、また、あきる野市議会では６月30日、議員構成の変更選挙が行われ、５名の方が新たに組合議会に選出されたことから、各議員、理事者、構成市町村の担当課長及び事務局の自己紹介を行いました。

　本会議に入る前に、日程第５の議長選挙、日程第６　議案第７号の議会選出監査委員については、慣例に従い、議長は檜原村から、議員選出の監査委員はあきる野市から、それぞれ選出することになっていることに同意をいただき、また、本会議での議長指名推薦の方法は、副議長である私、師岡の発議によることを了承いただき、本会議に移りました。なお、檜原村選出の工藤千之助議員より欠席の届けがあり、出席議員は12名でありました。

　本会議に入り、日程第１では、議席の指定が行われ、日程第２では、会議録署名議員の指名が行われ、日程第３では、会期が本日１日限りと決定されました。

日程第４では、管理者から諸般の報告が次のようにありました。檜原村の坂本村長が再選され、また、檜原村とあきる野市の議会構成が変更になったこと。また、本臨時会の提出議案は、人事案件１件と事件案件１件、予算案件１件であること。事務局に今後の組合施設のあり方等の調査研究を指示したことの報告がありました。

次に、日程第５では、議長の選挙が指名推薦の方法で行われ、檜原村議会丸山美子君が異議なく当選されました。新議長が決まりましたので、ここで議長を交代いたしました。議長就任あいさつの後、直ちに議案審議に入り、日程第６　議案第７号　秋川衛生組合監査委員の選任についてが上程され、あきる野市議会の町田匡志君が原案どおり議会の同意を得ました。

次に、日程第７　議案第８号では、平成23年度秋川衛生組合組織市町村分賦金についてが上程されました。これは、組織市町村の分賦金の減額の変更で、当初分賦金予算額１億9,500万円から700万円を減額するものです。組織市町村ごとの内訳は、あきる野市420万5,000円の減額、日の出町76万3,000円の減額、檜原村65万2,000円の減額、奥多摩町は138万円の減額となるものです。管理者、事務局長より説明がそれぞれ行われ、採決の結果、原案どおり可決されました。

続いて、日程第８　議案第９号　平成23年度秋川衛生組合会計補正予算（第１号）が上程され、歳入歳出それぞれ655万5,000円の減額をするものです。歳出は、一般職員から嘱託職員に代わったための減額と予算の組み替えを行うもので、管理者、事務局長より説明がそれぞれ行われ、採決の結果、原案どおり可決されました。

　以上で、平成23年第１回秋川衛生組合議会臨時会の報告を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、秋川衛生組合議会議員の報告は終わりました。

　次に、下水道事業特別委員会委員長　酒井正利議員から報告願います。酒井正利議員。

〔下水道事業特別委員会委員長　酒井正利君　登壇〕

○下水道事業特別委員会委員長（酒井　正利君）　閉会中に開催した下水道事業特別委員会の報告をいたします。

　当委員会は、去る７月26日午前10時より、委員５名と地域整備課長、担当職員、議会事務局員の出席を得て開催しました。

　開会後、下水道事業奥多摩処理区の現況及び今後の整備計画について、を議題とし、初めに下水道事業の経緯、前期５か年の整備状況、供用開始世帯数の状況、後期５か年の整備計画について、次に資金計画及び起債の償還計画等について、担当職員から説明を受けました。

次いで質疑応答では、「配管内のポンプの設置状況と耐用年数は」に対しては、汚水の配管の集約化によりポンプ数を減らし、工事費を抑える努力をしている。１か所のマンホールに２台のポンプを設置し、交互運転により延命化を図っているとのことであります。

　「停電時の対応は」に対しては、計画停電程度では支障はない。復旧するまでの対応、体制は整えている。ただし、長時間の停電に備え、非常用トイレの検討も必要であるとのことであります。

　「高齢者世帯の対応は」に対しては、さまざまな事情があり、今後の課題であるとのことであります。

　「自宅の工事費の目安は」に対しては、家庭によって異なるが、数社から工事見積もりを取っていただきたいとのことであります。

　「実施工事の相談窓口と相談件数は」に対しては、地域整備課となるが、相談は今のところないとのことであります。

　「御岳地区の工事の進行状況は」に対しては、都道の２つの橋への送水管添架工事が遅延しており、当町からの接続ができない状況であるとのことであります。

　委員からの質疑と担当者の回答の主な内容は以上のとおりであります。

　奥多摩処理区の事業の進捗状況は、当初計画を上回るスピードであり、担当者の努力がうかがえる。しかし、供用開始後の高齢者世帯への接続の問題など、個人レベルで解決しなければならない問題点も実在しており、莫大な投資を最大限に活用していく、住民の目線に立って今後の関係者の目配りや指導を望むものであります。

　以上で、下水道特別委員会の委員長報告を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で下水道事業特別委員会委員長の報告を終わります。

　以上で、閉会中の報告は終わりました。

次に、本定例会の開会に当たり、町長よりあいさつがあります。河村文夫町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　おはようございます。

　平成23年第３回奥多摩町議会定例会の開会にあたり、一言ごあいさつ申し上げます。

　皆様ご承知のとおり、この９月11日をもって、３月11日の東日本大震災から早くも６か月が経過いたします。既に、宮城県及び岩手県では、大津波によるがれきの山はある程度片付けられ、復興の兆しが見えつつありますが、福島県においては、福島原発がいまだに恒常的な冷温停止に至っておらず、事故収拾に向けた対策は順調に進んでいるとはいえ危険な状態が続いている中、いまだに巨額な復興財源について明確に政府の方針が出されていない状況であります。

　さらに、この国難ともいうべき状況においても、政権与党内では代表選挙が行われ、毎年総理大臣が交代するという状況が今年も起きております。国民全体が一致団結して復旧、復興に取り組んでいる中、政治に対する不信感はこれまで以上に増大しており、国民の政治離れが増加することになるのではないかと危惧しております。

　さて、この東日本大震災を経験して初めての第35回奥多摩町防災訓練を９月４日に計画いたしましたが、台風12号の影響により二次災害の発生も危惧されることから中止いたしました。

町内の被害状況でございますが、９月３日の未明に大沢自治会の都道上の民家に、近くの沢から大量の土砂が流れ込み、都道も一時通行不能となりました。幸いけが人もなく、現在、被災した世帯は、日向の町営住宅に避難をしていただいております。道路も直ちに町、東京都で対応し、現在は通行が可能であります。

東日本大震災も今回の大型台風もそうですが、自然災害は、いつ、いかなる時に起きるのか、その範囲がどのくらいまで及ぶのか全く予想することができません。特に地震は、突発性と規模が大きい場合の被害の甚大さなどを見ても、最も恐ろしい自然災害と言えます。大規模な災害が発生した時は、まず、自分自身で自らの安全を確保し、そして地域で協力し合い、その上で補えないところは行政を通じて対応するという「自助・共助・公助」の考え方に基づく住民皆様の協働が最も必要であり、重要なことですので、来年以降も継続して防災訓練を行い、周知徹底をしてまいりたいと思っております。

東日本大震災の折には、関東地方でも地震による大きな被害が発生しており、町役場に設置した地震計でも震度４を計測いたしました。幸い町内では大きな被害は発生しませんでしたが、日原鍾乳洞先の都道で落石があり、それ以来、現在までこの付近の通行ができない状態となっております。このため、鍾乳洞に来られた観光客用の大型駐車場が使えないなど、地域の観光事業に少なからず影響を与えております。皆さんも、この大震災による大津波の際、さまざまなメディアで報道され、実感されたと思いますが、大きな災害が発生した時は、まず、自分自身で自らの身を守り、その上で隣近所、地域の皆さんで協力し合い、安全を確保することが重要であると考えます。

三陸町には「津波てんでんこ」という言葉が言い伝えられているそうですが、津波が来た際には、例え肉親であっても自分以外の人はさておき、それぞれがてんでんばらばらに、とにかく逃げるという意味だそうでございます。

今回の大震災以来、「想定外」という言葉が何回も使われましたが、これからは想定外の事態を想定し、その上でさまざまな防災施策を行う必要があると痛感をいたしました。これまで再三申し上げてまいりました、「まず自助、次に共助、最後に公助」という考え方を変えるわけではありませんが、自助、共助が効果的に機能するためには、ある程度行政によるインフラ整備が必要であると実感いたしました。毎年継続して防災訓練を行い、周知徹底することも非常に重要でありますが、行政によりあらかじめ危険な箇所を整備することや、非常事態を想定し、例えば、孤立化する恐れのある地域には、安全な場所と孤立化に耐えられる非常用電源、食糧、水等を備えておくことも考えておく必要があると痛感いたしました。

その第１歩として、この議会において補正予算を計上し、町内各自治会から要望を寄せられております町道等の危険箇所を３年間で整備する計画を実施したいと考えます。特に当町では、土砂崩れによる災害が想定されておりますが、住民皆様が安心して地域で生活するため、この計画も含めて総合的に町の防災対策を一層強化してまいります。

次に、先月８日に議会全員協議会を開催していただきご説明申し上げました、西秋川衛生組合への加入について、全員協議会の当日に申し上げたとおり、町と西秋川衛生組合及び組織市町村との協定書を８月10日に締結いたしましたので、今議会で規約の制定を上程し、議決をいただき、その結果を組合に送付し、組合から東京都に申請し、都知事の許可を得て加入する予定であります。

さて、既にご通知を申し上げましたとおり、本日より、地方自治法及び奥多摩町条例に基づき平成23年第３回奥多摩町議会定例会を招集させていただきました。

　今議会に町長提案として提出する議案は、条例の一部改正議案が４件、一部事務組合の規約の制定議案が１件、決算認定９件、報告３件、平成23年度補正予算７件、自治功労者の決定に同意を求めることについて、奥多摩町教育委員会委員の任命の同意を求めることについての人事案件２件、契約案件１件の計27件であります。

次に、ご提案いたします議案につきましては、議事日程に従い担当課長より提案説明を申し上げますが、私からその概要について申し上げます。

　議案第42号　奥多摩町徴税賦課徴収条例の一部を改正する条例は、地方税法の改正に伴い規定を整備するものですが、主な内容は、地方税法で定められている事項を怠った場合の過料について、その上限額が３万円から10万円に変更されたこと、現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して、寄附金税額控除の見直し及び適用下限額を引き下げる規定の改正に伴い、条例中の関連する規定を改めるものであります。

　議案第43号　非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例は、非常勤の特別職の職員として条例に規定されている「体育指導委員」について、スポーツ基本法等の施行に伴い、その名称が「スポーツ推進委員」と改められたことに伴う改正でございます。

　議案第44号　奥多摩町防災会議条例の一部を改正する条例は、条例に規定されている委員について、その実態に合わせて、新たに「東京消防庁の消防吏員」を加えるための改正であります。

　議案第45号　奥多摩町議会議員定数条例の一部を改正する条例は、既に12名と規定されております議会議員の定数について、地方自治法の改正に伴い、人口に応じて定められている議員の上限数の規定が削除されたことにより規定の整備を行うものでございます。

　議案第46号　西秋川衛生組合規約は、先ほど申し上げましたが、当町が西秋川衛生組合に加入することに伴い、地方自治法の規定に基づき西秋川衛生組合規約を制定することについて議会の議決を求めるものでございます。

　次に、認定第１号から認定第９号につきましては、平成22年度一般会計を始め特別会計、企業会計、計９会計の歳入歳出決算の認定をいただく案件でございます。

　報告第２号及び第３号の２件につきましては、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定に基づき、平成22年度決算における奥多摩町健全化判断比率と奥多摩町資金不足比率について、算定基礎事項を記載した書類とともに監査委員に審査していただきましたので、その意見を付けて議会に報告するものであります。

　報告第４号につきましては、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定に基づき報告するものでございます。

議案第47号から議案第53号につきましては、現在執行しております平成23年度奥多摩町一般会計及び特別会計６会計の補正予算案であります。

議案第54号　自治功労者の決定に同意を求めることについては、奥多摩町表彰条例第３条の規定に基づき、町の自治の振興、発展に多大な貢献をされた小川幸男氏を自治功労者として表彰するため、議会の同意を求めるものでございます。

議案第55号　奥多摩町教育委員会委員の任命の同意を求めることについては、平成23年９月30日をもって任期満了となる教育委員沖山瑞紀氏の後任として、改めて同氏を任命したいので、議会の同意を求めるものであります。

　また、本日お手元にお配りいたしました議案第56号につきましては、下水道管渠建設工事その19の請負契約を締結するため、議会の議決をいただくものでございます。

　以上、町長提出案件の概要を申し上げましたが、ご審議の上、ご決定をいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。

　終わりに、私は機会あるごとに、議員の皆様、あるいは自治委員の皆様方にお話しを申し上げておりますが、町の財政環境は依然として厳しい状況にあります。また、東日本大震災により急激に落ち込んだ景気について、日本全体では持ち直しかけているものの、雇用情勢や個人所得の伸びは見込めないため、自主財源である町税はこれからも年々減少していく見込みであります。このため、これまでと同様に国・都に依存する割合は依然として高く、歳入予算の６割以上を国・東京都の支出金等が占めていることになります。

　特に歳入の４割以上を占める東京都支出金の中でも、町の振興事業、財政状況、経営努力等を総合的に勘案して交付される市町村総合交付金をより多く確保することは、安全・安心なまちづくりを行い、少子化、高齢化に対応し、若者の定住化のための事業をより積極的に行うため、当町にとっての最重要課題であると考えております。

　私自身は、今後も財源確保のため、あらゆる機会をとらえて東京都に対して理解してもらえるよう努力していく所存でありますが、自らも事務事業の見直し等の内部努力はもちろん、絶え間ない行政改革により、効率的かつ効果的な事務事業を執行する必要があります。

　議員皆様方には、なお一層のご理解、ご協力をお願い申し上げまして、第３回定例町議会の開会にあたってのごあいさつとさせていただきます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、町長のあいさつは終わりました。

　これより議案審議に入ります。

　日程第６　議案第42号　奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。住民課長。

〔住民課長　浜野　武雄君　登壇〕

○住民課長（浜野　武雄君）　議案第42号　奥多摩町町税賦課徴収条例（昭和30年条例第29号）の一部を改正する条例について、提案理由及び内容をご説明いたします。

　理由ですが、現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等の一部を改正する法律（平成23年法律第83号）が平成23年６月30日に公布され、このため、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する必要が生じたためでございます。

　改正内容につきましては、政策税制の拡充等として、寄附金税制の拡充と基礎税罰則を国税内容に合わせた所要の見直しを行い、また、税負担軽減措置等を行うものです。

　寄附金税制については、平成20年度の改正の中で住民税の寄附金税制の大幅な拡充がなされ、所得税の控除対象寄附金の中から住民の福祉の増進に寄与する寄附金として町が条例により指定したものを個人住民税の控除対象寄附金に追加できることとなりました。今回の改正では、国税庁長官が認定を行う認定ＮＰＯ法人以外のＮＰＯ法人への寄附金であっても、町が条例において個別に指定することにより個人住民税寄附金税額控除の対象とするものです。

　それでは、条例改正文もございますが、別紙の新旧対照表により改正内容につきましてご説明いたします。新旧対照表１ページをご覧ください。

　改正条文の構成は、第１条が奥多摩町町税賦課徴収条例（昭和30年条例第29号）の一部改正で、本法と本法附則を改正し、第２条と第３条は、同条例の一部を改正する条例、平成20年条例第12号と平成22年条例第10号の附則の一部改正で、経過措置及び施行期日等を規定し、改めるものです。

　第１条、奥多摩町町税賦課徴収条例（昭和30年条例第29号）の一部を次のように改正する。

　第26条、町民税の納税管理人に係る不申告に関する過料は、町内に住所等を有しない町民税の納税義務者が納税管理人を定めなければならない場合に申告をしなかった時の過料「３万円」を「10万円」に改めるものです。

　第33条の７、寄附金税額控除は、全部を改正するものです。旧条例第１項第１号の地方自治体及び第２号の共同募金会と日本赤十字社の支部に対する寄附金は、新条例第１項中に規定し、旧条例第１項第３号から第12号を新条例第１項第１号アからオに改め、新条例第１項第２号に新たに特定非営利活動法人、いわゆるＮＰＯ法人を条例の中で個別指定しようとするものです。

　18ページ上段の別表の参照をお願いいたします。この別表に奥多摩町内の対象ＮＰＯ法人の法人名及び主たる事務所の所在地を掲げてご審議いただくべきところですが、未指定となっております。その理由として、個人住民税は、町が町都民税として一括徴収しているところから、東京都税条例の整備を待って未指定となっております。今回の地方税法の改正では、認定ＮＰＯ法人以外の控除対象ＮＰＯ法人を条例により個別に指定しなければならないと規定されており、指定はもとより取り消しにあっても議会のご承認が必要であります。現在、町内にはＮＰＯ法人が４法人ございます。控除対象ＮＰＯ法人は、公益要件や運営要件を判断基準とすることが考えられますが、東京都や近隣市町村の判断基準が未整備であることから、今後の動向を参考にして町の基準を整備していきたいと存じます。

　３ページから４ページの第33条の７第２項の特例控除額は、地方税法第314条の７第２項で規定し、改めたものです。個人住民税の寄附金税額控除額の適用下限額の引き下げで「5,000円」を「2,000円」に改めるものです。

　４ページをお開きください。第35条の２、町民税の申告は、第33条の７中、認定ＮＰＯ法人以外の控除対象ＮＰＯ法人の規定を新たに加えたことにより、規定の整備を行うとともに、その税額控除を受けようとする者は町民税の申告を必要とするとして、第６項の規定を新たに加えたものです。

　５ページをご覧ください。第35条の３第２項は、文言の整備です。

　第35条の４、町民税に係る不申告に関する過料は、納税義務者が提出義務を負う申告書等を提出しなかった場合で、「３万円」を「10万円」に改めるものです。

　６ページをお開きください。第52条の10、退職所得申告書の不提出に関する過料は、「３万円」を「10万円」に改めるものです。

　第60条第９項及び第10項は、地方税法第349条の３第11項が第12項に繰り下がったためでございます。

　第64条、固定資産税の納税管理人に係る不申告に関する過料、第75条、固定資産にかかる不申告に関する過料、次の７ページ、第90条、軽自動車税にかかる不申告等に関する過料を、それぞれ「３万円」を「10万円」に改めるものです。

　第97条の４第５項は、次の条文の繰り下げに伴うもので、第97条の８を第97条の９に、第97条の７を第97条の８に改め、第97条の７、たばこ税にかかる不申告に関する過料を新たに加えるものです。

　８ページをお開きください。第116条の次に第116条の２、鉱産税に係る不申告に関する過料を新たに加え、第118条、鉱産税の納税管理人に係る不申告に関する過料及び第136条、特別土地保有税の納税管理人に係る不申告等に関する過料を、それぞれ「３万円」を「10万円」に改めるものです。

　142条の次に、次の９ページ、第142条の２を第142条の３に繰り下げ、第142条の２、特別土地保有税に係る不申告に関する過料を新たに加えるものです。

　第164条入湯税の特別徴収義務者に係る帳簿記載の義務違反等に関する罪として、「３万円」を「10万円」に改めるものです。

　このように本法附則に入ります。

　第５条の４、寄附金税額控除における特例控除額の特例は、第33条の７第１項に規定された地方自治体への寄附金、いわゆるふるさと納税に係る税額控除額の上限は、原則所得割額の１割まででありますが、所得の種類区分による控除額の特例を寄附金控除の拡充により改めたものです。

　10ページをお開きください。

第６条、肉用牛の売却による事業所得に係る町民税の課税の特例は、肉用牛の売却による農業所得に係る免税措置について、適用年限を３年延長し、平成27年度までとし、また、売却頭数要件の上限を年間2,000頭から1,500頭に引き下げ、免税対象から除外する等の措置を講ずるものです。

11ページの下段から12ページの上段をご覧ください。

第８条の２、新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき申告。第４項は、サービス付き高齢者向け住宅の登録制度の創設により改めるものです。

12ページ中段の第14条の３から17ページ下段の第18条の４までの町民税の課税の特例の７か条については、それぞれの所得区分に係る読み替え規定です。

第33条の７、附則第５条の４の寄附金税額控除の改正に伴い文言を整理するものです。

第14条の３、上場株式等に係る配当所得、第14条の４、土地の譲渡等に係る事業所得等、第15条、長期譲渡所得、第16条、短期譲渡所得、第17条、株式等に係る譲渡所得、第18条の２、先物取引に係る雑所得等、第18条の４、条例適用利子及び条例適用配当等のそれぞれの条文の読み替え規定を改めるものです。

18ページをお開きください。

第２条、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成20年条例第12号）の一部を次のように改正する。附則を改めるものです。

第２条、個人の町民税に関する経過措置は、今回の改正で第33条の７、寄附金税額控除を改めることによる文言の整理と、その他特例期間を延長するため改めるものです。

20ページをお開きください。

第３条、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成22年条例第10号）の一部を次のように改正する。附則を改めるもので、附則第17条の３、非課税口座内上場株式等の譲渡に係る町民税の所得計算の特例は、平成22年条例第10号で改正されていますが、未施行となっております。所得税法等の改正に伴い、さらに施行日を２か年延長するために改めるものです。

改正附則でございます。

施行期日、第１条、この条例は公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

第１号の過料等の規定については、この条例の公布の日から起算して２月を経過した日、第２号に規定する個人の町民税に係る改正部分については平成24年１月１日、第３号の肉用牛の売却に係る改正部分については平成25年１月１日、第４号の固定資産税の減額の規定に係る改正部分については、当該記載の法律の施行の日、第２条から第５条のそれぞれの経過措置の規定については、記載のとおりでございます。

以上、奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例の説明を終わらせていただきます。ご審議の上、ご決定賜りますよう、お願い申し上げます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第42号の質疑を行います。質疑ございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第42号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第42号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第６　議案第42号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第42号については原案のとおり可決されました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時15分から再開といたします。

午前11時00分　休憩

午前11時13分　再開

○議長（鈴木　賢一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、日程第７　議案第43号　非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第43号　非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例につきまして提案のご説明を申し上げます。

　提案の理由でございますが、スポーツ基本法（平成23年法律第78号）及びスポーツ基本法の施行期日を定める政令（平成23年政令第231号）が公布され、「体育指導委員」の名称が「スポーツ推進委員」に改められたため規定を整備する必要があるためでございます。

　新旧対照表の22ページをご覧ください。

　非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の別表中、「体育指導委員」を「スポーツ推進委員」に改めるものでございます。

　附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するものでございます。

　以上で、議案第43号の説明を終わらせていただきます。ご審議をいただき、ご決定賜りますようお願い申し上げます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第43号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第43号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第43号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第７　議案第43号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第43号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第８　議案第44号　奥多摩町防災会議条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第44号　奥多摩町防災会議条例の一部を改正する条例につきまして提案のご説明を申し上げます。

　提案の理由でございますが、防災会議の委員構成について、規定を整備する必要があるためでございます。

　新旧対照表の23ページをご覧ください。奥多摩町防災会議条例でございます。

　第３条第５項中、第４号に「東京消防庁の消防吏員」を加え、以下１号ずつ繰り下げるものでございます。

　実際の会議には、既に奥多摩消防署長を委員として委嘱しており、条文を実態に合わせるものでございます。

　附則といたしまして、この条例は、公布の日から施行するものでございます。

　以上で、議案第44号の説明を終わらせていただきます。ご審議をいただき、ご決定賜りますようお願い申し上げます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第44号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第44号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第44号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第８　議案第44号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第44号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第９　議案第45号　奥多摩町議会議員定数条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第45号　奥多摩町議会議員定数条例の一部を改正する条例につきまして提案のご説明を申し上げます。

　提案の理由でございますが、地方自治法の一部を改正する法律（平成23年法律第35号）の施行に伴い、規定を整備する必要があるためでございます。

　新旧対照表の最終24ページをご覧ください。奥多摩町議会議員定数条例でございます。

　議会の議員定数につきましては、地方自治法第91条第２項の規定により、人口に応じて上限数が定められておりましたが、今回の改正により、第２項の条文が削除されたことに伴い、条例を改めるものでございます。

　本則中、「同条第２項の規定にかかわらず」を削るものでございます。

　附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するものでございます。

　以上で、議案第45号の説明を終わらせていただきます。ご審議をいただき、ご決定賜りますようお願い申し上げます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第45号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第45号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第45号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第９　議案第45号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第45号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第10　議案第46号　西秋川衛生組合規約を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。住民課長。

〔住民課長　浜野　武雄君　登壇〕

○住民課長（浜野　武雄君）　議案第46号　西秋川衛生組合規約の制定について。

　提案の理由でございますが、西秋川衛生組合に加入するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第286条第１項の規定に基づき、西秋川衛生組合規約の制定について、同法第290条の規定により議会の議決を求めるものです。

　なお、あきる野市、日の出町、檜原村の現組織市町村にあっては、奥多摩町の加入に伴う西秋川衛生組合規約の一部を改正する規約を、それぞれの議会に上程しております。

　次のページをお開きください。新設の規約ですので、朗読をもって説明とさせていただきます。

　西秋川衛生組合規約

　第１章　総則

（組合の名称）　第１条　この組合は、西秋川衛生組合（以下「組合」という。）という。

（組合を組織する地方公共団体）　第２条　組合は、あきる野市、日の出町、檜原村及び奥多摩町（以下「組織市町村」という。）をもって組織する。

（共同処理する事務）　第３条　組合は、次に掲げる事務を共同で処理する。

　第１号　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第６条の２に規定する一般廃棄物（し尿及びし尿浄化槽に係る汚でいを除く。）の処理施設の設置及び運営に関する事務。

　第２号　一般廃棄物処分場の設置及び運営に関する事務。

　第３号　組合が設置する福祉施設等の運営に関する事務。

（事務所の位置）　第４条　組合の事務所は、東京都あきる野市高尾521番地に置く。

　第２章　組合の議会

（議会の組織及び選挙の方法）　第５条　組合に組合議会（以下「議会」という。）を置く。

　第２項　議会の議員（以下「議員」という。）の定数は13人とし、組織市町村の議会において、当該議会の議員のうちから選挙する。選挙区分は次のとおりとする。

　あきる野市５人、日の出町３人、檜原村２人、奥多摩町３人。

（議員の任期）　第６条　議員の任期は、組織市町村の議会の議員の任期による。

　第２項　議員が組織市町村の議会の議員の職を失ったときは、その職を失う。

（補欠選挙）　第７条　議員に欠員を生じたときは、すみやかに補欠選挙を行わなければならない。 

　（議長及び副議長）　第８条　議会は、議員のうちから議長及び副議長１人を選挙する。

　次のページをお開きください。

　第２項　議長及び副議長の任期は、議員の任期による。

　第３章　組合の執行機関

（管理者及び副管理者）　第９条　組合に管理者１人、副管理者３人を置く。

　第２項　管理者は、組織市町村の長の中から互選によりこれを定め、副管理者は、管理者の所属する組織市町村以外の組織市町村の長をもって充てる。

　第３項　管理者及び副管理者の任期は、組織市町村の長の任期による。

　第４項　管理者及び副管理者が組織市町村の長の職を失ったときは、その職を失う。

（管理者の職務代理）　第10条　管理者に事故があるとき、又は管理者が欠けたときは、副管理者がその職務を代理する。

（職員）　第11条　組合に事務局長、会計管理者その他必要な職員を置く。

　第２項　会計管理者は、組織市町村の会計管理者の中から管理者が任免する。

　第３項　事務局長その他必要な職員は、管理者が任免する。

（監査委員）　第12条　組合に監査委員２人を置く。

　第２項　監査委員は、議員及び識見を有する者のうちから、それぞれ管理者が議会の同意を得て選任する。

　第３項　監査委員の任期は、議員のうちから選任された者にあっては、議員の任期によるものとし、識見を有する者にあっては、４年とする。

　第４章　組合の経費

（経費の支弁方法）　第13条　組合の経費は、組織市町村の負担金その他の収入をもって支弁する。

　第２項　前項の負担金については、議会の議決を経て管理者がこれを定める。

　附則

（施行期日）　第１項　この規約は、東京都知事の許可のあった日から施行する。

（経過措置）　第２項　この規約による改正後の西秋川衛生組合規約第３条の規定にかかわらず、奥多摩町における同条第１号及び第２号に掲げる事務は、当分の間、奥多摩町において処理するものとする。

　以上をもちまして、議案第46号の説明を終わります。ご審議をいただきまして、ご決定を賜りますようお願い申し上げます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第46号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第10　議案第46号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第46号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第11　認定第１号　平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について、日程第12　認定第２号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第13　認定第３号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第14　認定第４号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第15　認定第５号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第16　認定第６号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第17　認定第７号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第18　認定第８号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第19　認定第９号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について、以上９件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めますが、日程第20　報告第２号　平成22年度決算における奥多摩町健全化判断比率の報告について、日程第21　報告第３号　平成22年度決算における奥多摩町資金不足比率の報告については、関連がありますので、認定第９号の説明終了後、続けて報告をお願いします。会計管理者。

〔会計管理者　清水　　明君　登壇〕

○会計管理者（清水　　明君）　認定第１号から認定第９号までの平成22年度一般会計歳入歳出決算を初めとする特別会計、企業会計の決算につきまして、地方自治法並びに地方公営企業法の規定に基づき議会の認定に付すべく、その提案の説明を申し上げます。

　なお、本件につきましては、議会運営委員長からの報告がありましたとおり、決算特別委員会を設置し、審査を付託することになりましたので、一般会計、特別会計、企業会計の順に概要の説明を申し上げます。

　はじめに、認定第１号　平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

　決算書の１ページをお開き願います。

　まず、歳入でございますが、歳入の収入済額の総額は60億7,839万5,829円で、対前年度比３億8,841万476円、6.0％の減となりました。

その主な要因は、財政力の弱い団体に多く配分される地方交付税並びに臨時財政対策債が増額しているものの、町税、国庫支出金、基金繰入金等の減により対前年度比が減額となりました。また、収入未済額につきましては、町税ほか2,099万111円で、対前年度比881万307円、29.6％の減となりました。

　なお、地方税法第18条により128万406円の不納欠損処分を行いましたが、詳細につきましては、事務報告書の95ページをご覧いただきたいと思います。

　次に、２ページ歳出でございますが、歳出の支出済額の総額は59億4,604万3,434円で、対前年度比２億2,630万57円、3.7％の減となりました。

その主な要因は、民生費、おくたま地域振興財団設立出捐金を含む農林水産業費、土木費等が増額となっているものの、企業会計への繰出金、災害復旧費、公債費等の減に加え、平成21年度に奥多摩総合開発への出資、学校給食センター建設事業等を実施したことにより年度比較が減額となりました。その結果、歳入歳出差引残高は１億3,235万2,395円となりました。そのうち7,000万円が翌年度繰越額となり、繰り越す事業は、きめ細かな交付金事業、住民生活に光をそそぐ交付金事業でございます。

なお、平成22年度に執行した個々の事業につきましては、事務報告書に詳細が載っておりますので、後ほどご参照をいただきたいと思います。

次に、128ページをお開きください。

「実質収支に関する調書」でございますが、歳入歳出差引額の１億3,235万2,000円から、翌年度へ繰り越すべき財源（２）繰越明許費繰越額の416万6,000円を差し引いた額１億2,818万6,000円が実質収支額となりました。

なお、129ページ以降の「財産に関する調書」につきましては、ご参照をいただきたいと思います。

次に、認定第２号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

奥多摩都民の森は、都民が自然に親しみ、林業の体験や野外レクリエーションを通して森林・林業についての正しい理解を深めるとともに、地域の振興を図る目的で平成５年７月にオープンした東京都の施設であります。平成18年度より指定管理者として運営を行っております。

決算書の１ページをお開き願います。

　歳入の収入済額の総額は、7,078万2,078円で、対前年度比122万9,083円、1.8％の増となりました。

　次に、歳出の支出済額の総額は6,819万8,514円で、対前年度比71万7,301円、1.0％の減となりました。

　次に、10ページの「実質収支に関する調書」をお開き願います。

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源がありませんので、歳入歳出差引額の258万3,564円が実質収支額となりました。

　次に、認定第３号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

　奥多摩町山のふるさと村は、都民に奥多摩の豊かな自然に親しんでいただくためのレクリエーションの拠点となると同時に、自然への理解を深め、貴重な自然の保護と回復を図って、都民が一体となったふるさと意識を育てることを目的に、平成６年度に全面オープンした東京都の施設であります。平成18年度より指定管理者として運営を行っております。

　決算書の１ページをお開き願います。

　歳入の収入済額の総額は、１億6,247万1,093円で、対前年度比281万9,159円、1.8％の増となりました。

　次に、歳出の支出済額の総額は、１億6,146万6,593円で、対前年度比404万4,446円、2.6％の増となりました。

　次に、10ページの「実質収支に関する調書」をお開き願います。

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源がありませんので、歳入歳出差引額の100万4,500円が実質収支額となりました。

　次に、認定第４号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

　国民健康保険事業は、平成20年度に後期高齢者医療制度が開始され、新制度への被保険者の大幅な移行がありましたが、本会計の運営は依然として厳しい状況にあるため、医療費の抑制に努めました。

　決算書の１ページをお開きください。

　歳入の収入済額の総額は８億7,276万5,810円で、対前年度比5,239万1,931円、6.4％の増となりました。収入未済額は1,051万5,000円で、対前年度比42万7,000円、3.9％の減となり、地方税法第18条による不納欠損額は41万4,100円で、対前年度比24万9,000円、37.6％の減となりました。

　歳出の支出済額の総額は７億9,514万6,783円で、対前年度比1,436万3,910円、1.8％の増となりました。

　次に、25ページの「実質収支に関する調書」をお開き願います。

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源がありませんので、歳入歳出差引額の7,761万9,027円が実質収支額となりました。

　なお、「財産に関する調書」につきましては、26ページをご参照いただきたいと思います。

　次に、認定第５号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

　老人保健事業は、平成20年度の後期高齢者医療への移行により、平成20年３月分診療分までの医療費について、２年間の請求時効に伴い、平成21年度に引き続き、平成22年度について特別会計を継続することになりました。

　決算書の29ページをお開き願います。

　歳入の収入済額の総額は110万9,114円で、対前年度比638万9,254円、85.2％の減となりました。

　歳出の支出済額の総額は110万9,114円で、対前年度比544万9,409円、83.1％の減となりました。

　次に、37ページの「実質収支に関する調書」をお開き願います。

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源がありませんので、歳入歳出差引額ゼロ円が実質収支額となりました。

　次に、認定第６号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

　後期高齢者医療事業は、老人医療費が増大する中、現役世代と高齢者の負担を明確化し、公平でわかりやすい制度とするため、老人医療制度に代わる新しい制度として平成20年４月から施行され、平成21年度に引き続き平成22年度においても制度の見直しが行われました。

決算書の39ページをお開き願います。

　歳入の収入済額の総額は１億8,233万5,718円で、対前年度比2,605万7,259円、16.7％の増となりました。収入未済額につきましては、43万3,500円で、対前年度比67万4,300円、60.9％の減となりました。

　歳出の支出済額の総額は１億7,890万7,483円で、対前年度比2,633万6,957円、17.3％の増となりました。

　次に、49ページの「実質収支に関する調書」をお開き願います。

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源がありませんので、歳入歳出差引額342万8,285円が実質収支額となりました。

　次に、認定第７号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

　介護保険事業は、平成21年度から平成23年度までの第４期事業計画に基づき、介護サービスの質の向上等を重視した新たな計画の２年度目となりました。

　決算書の51ページをお開き願います。

　歳入の収入済額の総額は７億3,053万405円で、対前年度比1,488万7,312円、2.1％の増となりました。収入未済額につきましては、186万500円で、対前年度比25万9,100円、12.2％の減となりました。

　歳出の支出済額の総額は７億2,154万819円で、対前年度比1,050万6,965円、1.5％の増となりました。

　次に、71ページの「実質収支に関する調書」をお開き願います。

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源がありませんので、歳入歳出差引額898万9,586円が実質収支額となりました。

　なお、「財産に関する調書」につきましては、72ページをご参照いただきたいと思います。

　次に、認定第８号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

　平成11年７月全面供用開始となりました小河内処理区の平成23年３月末現在での水洗化率は99.3％、奥多摩処理区については、平成21年７月の一部供用開始に伴い水洗化率は51.6％、奥多摩町全体の普及率につきましては、25.8％となりました。

　また、市町村設置型合併処理浄化槽は、海沢地区ほかの５戸に整備をすることができました。

　決算書の１ページをお開きください。

　歳入の収入済額の総額は12億273万1,950円で、対前年度比１億6,215万8,611円、15.6％の増となりました。収入未済額につきましては、対前年比１万3,177円の皆増となりました。

　歳出の支出済額の総額は12億272万4,289円で、対前年度比１億6,215万2,295円、15.6％の増となりました。この増の主な要因は、奥多摩処理区管渠建設工事の増によるものでございます。

　次に、14ページの「実質収支に関する調書」をお開き願います。

　歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源がございませんので、歳入歳出差引額の7,661円が実質収支額となりました。

　次に、認定第９号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について説明申し上げます。

　決算書の１、２ページをお開きください。

　収益的収入及び支出でございますが、収入決算額は５億1,006万6,648円、支出決算額は４億8,979万4,194円で、収支差引額2,027万2,454円の黒字となりました。医業費用に対する医業収益の割合は68.3％で、前年度の61.8％と比較し6.5％の増となりました。

　次に、３、４ページの資本的収入及び支出でございますが、収入決算額は1,399万円、支出決算額は3,662万3,296円で、収支差引額は2,263万3,296円の不足となりました。この不足額につきましては、過年度損益勘定留保資金で補てんをいたしました。この資本的支出は、ナースコール整備事業費などでございます。

　なお、業務内容等詳細につきましては、決算書の21ページ以降、また事務報告書に詳しく記載してございますので、ご覧いただきたいと思います。

　以上、認定第１号から認定第９号までの決算につきまして提案の説明をさせていただきましたが、決算認定の意義につきましては、申し上げるまでもございませんが、歳入歳出予算の執行結果を総合的に確認し、今後の予算編成や財政運営に生かしていくという大切な意義がございますので、慎重なご審議をいただきましてご認定を賜りますようお願いを申し上げまして、提案の説明とさせていただきます。

○議長（鈴木　賢一君）　企画財政課長。

〔企画財政課長　加藤　一美君　登壇〕

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、報告第２号及び報告第３号の説明をさせていただきます。

　初めに、報告第２号　平成22年度決算における奥多摩町健全化判断比率の報告について説明させていただきます。

　本件は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき報告するものでございます。

　それでは、平成22年度決算における奥多摩町健全化判断比率報告書をご覧ください。

　ここに記載してあります表は、左から実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率という内容になっております。これが財務四表と呼ばれるもので、地方公共団体の財政の健全度を示す判断基準になるものです。また、それぞれの表の上段に記載されております横棒のバー（――）という記号と数字につきましては、平成22年度の決算後における当町の数値でございます。

　また、それぞれの表の下段に括弧で記載されている数値は、早期健全化基準といわれ、実質赤字比率は15.00％、連結実質赤字比率は20.00％、実質公債比率は25.0％、将来負担比率は350.0％が基準とされ、４つの比率のうち１つでもこの基準を超えた場合には、直ちに早期健全化計画を策定し、議会の議決を受けなければならないとされております。

　それでは、内容について順にご説明をさせていただきます。

　初めに、実質赤字比率についてご説明させていただきます。

　実質赤字比率とは、一般会計等における決算が黒字であったか、赤字であったかを示すものでありまして、当町の場合は、一般会計及び一般会計に属する特別会計の都民の森特別会計、山のふるさと村特別会計における実質赤字額を標準財政規模で割った数値であらわします。

　なお、標準財政規模とは、町税や地方交付税など使途が特定されず自由に使えるお金の総額をいいます。ちなみに、当町における平成22年度の標準財政規模は25億2,818万円となっております。

当町における平成22年度実質赤字比率につきましては、表に横棒のバーという記載になっておりますが、これは、一般会計を含む３会計の決算が黒字であることを示すものでございます。

内容につきましては、一般会計を含む３会計で１億3,177万4,000円を繰り越ししておりますので、ルールに基づき計算しますと、当町の実質赤字比率はマイナス5.21％という数字になります。したがって、この表の上ではゼロ以上の整数が赤字比率として記載されますことから、黒字はルールにより横棒のバーという記載になります。

次に、連結実質赤字比率についてご説明させていただきます。

連結実質赤字比率は、当町におけるすべての会計の決算状況が赤字であったか、黒字であったかを示すもので、一般会計、特別会計、公営企業会計を含め全９会計が対象となります。

内容につきましては、一般会計を含む３会計の繰越金が１億3,177万4,000円、特別会計では、国民健康保険特別会計など４会計の繰越金が9,003万7,000円、公営企業会計では病院事業会計及び下水道事業会計の剰余金が１億4,019万3,000円で、合計で３億6,200万4,000円の黒字となっております。連結実質赤字額を標準財政規模で割った数値につきましては、マイナス14.31％となり、黒字の決算となっております。よって、この表の上では、実質赤字比率と同様にゼロ以上の整数が赤字比率として記載されますことから、黒字はルールにより横棒のバーという記載になります。

次に、実質公債比率についてご説明させていただきます。

実質公債比率は、一般会計における公債費と公営企業会計等の公債費の償還に充てられた一般会計からの繰出金との合計額等を標準財政規模で割った数値であらわします。平成22年度決算における当町の実質公債比率につきましては、表の上段に記載してありますとおり12.9％になります。実質公債費比率につきましては、当該年度を含め過去３か年の単年度実質公債比率の平均値をあらわしますので、過去３か年の平均が12.9％になります。実質公債費比率につきましては、表の下段に括弧して25.0％とありますが、この数値を超えた場合には、財政健全化計画を策定しなければなりません。

また、実質公債費比率が18.0％を超えた場合には、地方債を発行する際に協議制から許可制となりますけれども、当町の平成22年度決算における実質公債費比率は12.9％でありますので、起債を発行する際には協議制となります。

次に、将来負担比率についてご説明させていただきます。

将来負担比率とは、一般会計及び公営企業会計等における地方債の残高や職員の退職手当など、現時点において将来的に支払が見込まれる額から基金などそれに充当可能な額を差し引いた総額を分子に、標準財政規模から地方交付税に算入される公債費充当額を差し引いた総額を分母にして算出した数値のことをいいます。

これを簡単に説明しますと、町に１年間に入る収入額と蓄えてある基金等の額が、将来支払っていかなければならない公債費等に対して、現在、どのようなバランス状態にあるのかを判断する指標でございます。

当町の平成22年度決算における将来負担比率につきましては、表にございますように51.0％となっております。将来負担比率につきましては、表の下段に括弧して350.0％が早期健全化基準となっておりますので、現時点では、健全な状況となっております。

以上で報告第２号の説明を終わらせていただきます。

次に、報告第３号　平成22年度決算における奥多摩町資金不足比率の報告について説明させていただきます。

本件は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第１項の規定に基づき報告するものでございます。

それでは、平成22年度決算における奥多摩町資金不足比率報告書をご覧ください。

この表は、病院事業会計、下水道事業特別会計の順に記載してございますが、資金不足比率につきましては、公営企業会計における資金が不足しているのか、足りているのかを判断する指標でございます。

また、先ほど説明をさせていただきました財務四表と同じく、上段に記載しているものが平成22年度決算における数値で、それぞれ下段に括弧して20.0％としているものが早期健全化基準ということで、この基準を超えた場合には経営健全化計画を策定し、議会の議決を受けなければならないとされております。

資金不足比率の内容につきましては、それぞれの会計における流動資産から流動負債を差し引いた額がマイナスになりますと資金不足ということで、計算式により比率計算を行った上で、表の上段にゼロ以上の整数を記載しますけれども、プラスの場合は資金が足りているということで、比率の計算は行わず横棒のバーを記載することになってございます。

当町における公営企業２会計の平成22年度決算における流動資産から流動負債を差し引いた額につきましては、病院事業会計がプラス１億4,018万5,000円、下水道事業特別会計がプラス8,000円と、いずれの会計も資金不足の状況にはなく、よって、各表の上段には横棒のバーという記載がされております。

　以上で、報告第２号及び報告第３号の説明を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、説明及び報告は終わりましたが、平成22年度の各会計決算並びに平成22年度分の健全化判断比率、資金不足比率については、それぞれ監査委員の審査に付され、お手元にその審査意見書の写しが既に配付されております。こちらに滝島代表監査委員にご出席をいただいておりますので、審査の経過及び結果についてご報告いただきたいと思います。滝島代表監査委員。

〔代表監査委員　滝島　勇一君　登壇〕

○代表監査委員（滝島　勇一君）　皆さん、こんにちは。

　ただいま決算審査報告並びに財政の健全化に関する審査報告の指名をいただきました代表監査委員の滝島勇一でございます。お時間をいただきましてご報告を申し上げたいと思います。

　このたび地方自治法の規定により審査の対象となりましたのは、平成22年度の奥多摩町における次の会計の歳入歳出決算で、一般会計、都民の森管理運営事業特別会計、山のふるさと村管理運営事業特別会計、国民健康保険特別会計、老人保健特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、下水道事業特別会計の８決算でございます。また、地方公営企業法の規定により審査の対象となりましたのは、同じく平成22年度の奥多摩町国民健康保険病院事業の１決算でございます。

　審査実施日は、平成23年７月28日、８月２日、４日、５日の４日間で、審査実施者は、７月28日が小澤春義監査委員と私、残る３日間は小澤委員で行いました。

　審査手順につきましては、報告書記載のとおりでございますが、要するに、平成22年度すべての事務事業につきまして決算審査を行い、各課長及び係長から所管事務事業のうち主たる事業の必要性、有効性につき意見聴取を行い、合わせて職員の担当者意識についてもヒヤリングを行いました。

　次に、審査結果ですが、平成22年度の奥多摩町の全９会計の決算書類は、関係法令に準拠して作成されており、関係帳簿及び会計伝票並びに証票類との照合の結果、決算の係数に誤りはなく、預金残高とも符合し、基金の運用状況及び予算の執行も適正かつ正確であり、歳入歳出とも妥当であったことを認めます。

　次に、審査の概要ですが、お手元の意見書２ページの（１）一般会計より、８ページの（10）基金の状況まで、それぞれの会計における状況と内容について記載してございますので、恐れ入りますが、詳しい説明は割愛させていただきます。

　また、個々の会計での審査意見につきましても、８ページから10ページに記載してございますので、ご参照いただくことにし、総括的なことを申し上げ、審査意見の報告とさせていただきます。

　お手元の審査意見書11ページ、総括・結びとして記載してありますが、第三セクターのあり方につきまして、制度創設以来、28年が経過しています。改めて検証する必要があると思われます。会社は営利を営んで設立され、その目的を達成できなければ清算または倒産に至り、自己責任を全うします。しかし、奥多摩町では第三セクター設立以降、初期投資と以後の設備費・修繕費は町の負担、経営は第三セクターが行い、かつ当初の設備を管理し使用するという契約の建前上、顧客ニーズに応じた設備と経営方法の見直しがほとんどなされていません。

　具体的には、平成18年度から22年度の５年間に町が負担した、もえぎの湯・鳩の巣荘・氷川及び川井キャンプ場の観光施設整備事業費は１億8,196万円に達し、足湯整備工事と落石防止網設置工事の合計額１億3,760万5,000円を除いても4,435万5,000円になります。この間の奥多摩総合開発の利益の合計額が3,025万円であり、また、平成23年３月末の現金預金残高は2,452万円であることから、会社として本来負担すべきこれらの事業費を負担することはできません。しかも、町に支払っている観光施設使用料は、建築物の建築コストをその耐用年数で分割計算した結果、民間に比べてかなり低い金額であり、初期投資及び以後の設備費・修繕費負担からその回収までを会社の自己責任と考えると、その責任を果たせていないばかりでなく、実態は町の資金援助なしには存続が不可能な状態だといって過言ではありません。

　したがって、設備費・修繕費の負担責任の明確化は言うまでもなく、設備等の資金を貸付金とすることで奥多摩総合開発の経営責任を明確にし、結果が出ない場合には経営陣の刷新、会社の閉鎖、または管理委託会社の変更を行うべきであり、逆に責任を問わないとしたら、結果に対する連帯責任が町にあることを明確にするべきです。

　さらに、雇用の確保という副次的効果のためとはいえ、町の不得手な収益事業を今後どこまで行うべきなのか等々、難しい問題ばかりですが、残された時間は余りにも少ないのが現実であります。

　不況期には資産価値は下落し続ける一方、負債は額面のまま残るというのが悲しい現実です。今、町の財政状態を見ると、後年の地方交付税に算入されるとはいえ、過去、３年間に町が発行した臨時財政対策債の合計額が６億1,824万円に達したという厳しい現実があります。複式簿記ではないので、町の資産額が不明ですが、不況下での資産価値の下落は間違いなく、純然たる負債である臨時財政対策債、将来の負担である下水道事業費、及び職員退職金等をも考慮すると、国民１人当たりの借金が700万円を超え、日本国債の暴落と金利の上昇という悪夢のような近未来が現実味を帯びてきた今、少子高齢化、税収減、国や都からの交付金・補助金の減額等への対応も含めて、第三セクターのみならず、町の将来を真剣かつ速やかに議論・検討・実行されるよう切望してやみません。

　次に、先ほど報告がなされましたが、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により審査に付されました平成22年度分の奥多摩町の健全化判断比率算定書類及び資金不足比率算定書類に関する審査の結果につきご報告申し上げます。

　審査日は、平成23年８月23日、審査実施者は小澤委員と私でございます。

　審査手順につきましては、報告書に記載のとおりございます。

　また、審査結果につきましては、算定基礎事項を記載した書類と総括表とを照合の結果、係数等はすべて正しく、適正に書類が作成されていたものと認めます。

　なお、実質公債費比率は負担適正化計画の下での取り組みの結果、本年度は単年度数値としては10％を下回ることができましたが、今後も継続して負担適正化に努める必要があります。

　また、将来負担比率も地方債の減額、充当可能基金の増加等により対前年比26％超の下落を見ましたが、下水道事業の将来負担を考えると、引き続き堅実な財政運営がなされる必要があると思います。

　以上をもちまして、平成22年度の決算審査並びに平成22年度分財政の健全化に関する審査結果につきましての議会報告とさせていただきます。

　お時間をいただきまして、まことにありがとうございました。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で、滝島代表監査委員の報告は終わりました。滝島委員、大変ご苦労さまでした。合わせて議会選出の小澤監査委員につきましてもご苦労さまでした。

　お諮りします。ただいま上程の認定第１号から認定第９号までについては、議長及び議会選出監査委員である小澤議員を除く議員12名で構成する決算特別委員会を設置し、これに付託し、審査することにしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、本件につきましては決算特別委員会を設置し、これに付託し、審査することに決定しました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開とします。

午後12時15分　休憩

午後 １時00分　再開

○議長（鈴木　賢一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　ここで決算特別委員会委員長の互選のため暫時休憩とします。

　休憩中に決算特別委員会の正副委員長の選出を行い、ご報告願います。

午後１時00分　休憩

午後１時03分　再開

○議長（鈴木　賢一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　休憩中に正副委員長の選出が行われましたので、その結果を事務局長より報告させます。事務局長。

○議会事務局長（大野　　尚君）　休憩中に決算特別委員会の正副委員長の選出が行われましたので、その結果を報告いたします。

　決算特別委員長に２番酒井正利議員、同副委員長に１番師岡伸公議員、以上のとおり選出されました。

　報告を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上のとおり、決算特別委員会委員長に２番酒井正利議員、副委員長は１番師岡伸公議員に決定しました。会期中に審査が終了するようお願いします。

　次に、日程第22　報告第４号　奥多摩町教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検及び評価（平成22年度分）の報告についての報告をお願いします。教育課長。

〔教育課長　井上　永一君　登壇〕

○教育課長（井上　永一君）　報告第４号　奥多摩町教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検及び評価（平成22年度分）の報告についてご説明をさせていただきます。

　この報告は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第27条第１項の規定により、奥多摩町教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検及び評価を報告するものでございます。法の規定により平成21年第４回定例会で平成20年度分のご報告をさせていただき、本日、ご報告をする平成22年度分の報告が第３回目ということになります。

　それでは、報告書の１ページをお開きください。

　第１の点検及び評価の実施について、第２の点検及び評価の実施方針についてにつきましては、この報告書を作成するに至った経緯、点検及び評価についての目的や実施方法について記載しております。

　３ページをお開きください。

　第３といたしまして、平成22年度における教育委員会の活動状況についての報告です。３ページ、４ページにつきましては、毎月開催しております教育委員会定例会及び臨時会の会議内容を報告しております。５ページ、６ページにつきましては、学校行事、外部への出張等の活動内容につきまして掲載いたしております。

　７ページをお開きください。

　第４といたしまして、教育委員会の平成22年度に取り組みました教育行政の基本となります教育目標及びこの目標を達成するための５つの基本方針を掲載しております。

　８ページをお開きください。

　第５といたしまして、５つの基本方針に基づき取り組みました教育施策としての23の重点項目をそれぞれの基本方針ごとに掲載しております。

　11ページをお開きください。11ページから28ページまでは、事務の管理及び執行状況の点検及び評価となります。

　第５で定めました23の重点項目につきまして、各分野で取り組んだ具体的な事務事業について点検し、それを自己評価しております。評価につきましては、それぞれの施策、事務事業ごとに点検結果といたしまして、２ページの別表にございますように二重丸（◎）が事務事業の取り組みが順調に行われているという記号、以下、丸（○）はおおむね順調である、三角（△）はやや順調でない、バツ（×）は順調でないという評価でございます。その点検結果の右側に、それぞれの事務事業についての取組概要を記載しております。

　11ページにお戻りください。この表によりましてご説明をさせていただきます。

　この表では、道徳授業地区公開講座につきましては、順調に実施している。その下の２つの事業は、おおむね順調である。下段から２つ目の、特色ある学習への補助、その次の環境教育の推進につきましては、順調に実施しているという結果であるということでございます。それ以降、28ページまで、それぞれの重点項目につきまして、その項目に沿って実施した事業につきまして、同様に評価をいたしておりますので、後ほどご覧をいただければと思います。

　なお、今回の点検・評価につきましては、平成22年度に実施した事業について、平成22年度末の状況で評価をしておりますので、現在の状況と相違しているものもあろうかと思いますが、ご理解をお願いいたします。

　29ページをお開きください。

　教育委員会は、毎年その権限に属する事務の執行状況につきまして、自ら点検及び評価を行い、これを教育に関し、学識経験を有する方の意見を聞くことが義務付けられておりますが、その意見聴取の結果でございます。

　今回は、学識経験者といたしまして、元教育長の大舘　眞氏、前教育長の原島金廣氏のお二方にお願いをしました。

　意見聴取をしている中で、教育委員会の事務事業の執行につきましてさまざまなご意見をちょうだいいたしました。これらのご意見を今後の教育行政に生かしていきたいと考えております。

　以上、平成22年度の教育委員会事務事業の執行状況の点検及び評価の概要につきましてご報告いたしました。

　教育委員会では、この報告書を図書館等の施設で公表し、住民皆様からも広くご意見をいただき、これからの教育行政の適正な事務の管理と執行に生かしていきたいと考えております。

　以上で報告第４号　奥多摩町教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検及び評価（平成22年度分）の報告についてのご説明とさせていただきます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で報告は終わりました。

　次に、日程第23　議案第47号　平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第１号）、日程第24　議案第48号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第１号）、日程第25　議案第49号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第１号）、日程第26　議案第50号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）、日程第27　議案第51号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）、日程第28　議案第52号　平成23年度奥多摩介護保険特別会計補正予算（第１号）、日程第29　議案第53号　平成23年度奥多摩下水道事業特別会計補正予算（第１号）、以上７件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。副町長。

〔副町長　村木　義雄君　登壇〕

○副町長（村木　義雄君）　議案第47号から議案第53号までの平成23年度奥多摩一般会計を始めとする各会計の補正予算について、提案の説明を申し上げます。

　はじめに、議案第47号　平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第１号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３億3,507万9,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ60億9,307万9,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるもの、第２条、既定の町債の変更については「第２表　町債補正」によるものでございます。

　それでは、内容について説明申し上げます。

　１ページをお願いいたします。歳入でございます。

　地方特例交付金は、交付決定により204万8,000円を減額し895万2,000円に、地方交付税では、普通交付税が同じく交付決定により１億5,395万5,000円を追加し、14億5,395万5,000円とするものでございます。

次に、都支出金の都補助金は、民生費で高齢社会対策包括補助金200万円減、新たに地域支えあい体制づくり事業補助金750万円、高齢者を熱中症等から守る緊急対策事業補助金497万5,000円を計上、農林水産業費で都補助林道開設・改良補助金417万6,000円増、商工費で観光施設等整備事業補助金52万2,000円減で、補助金計1,302万8,000円となります。

都委託金では、土木費で奥多摩周遊道路管理委託金18万6,000円減、教育費で言語能力向上推進事業委託金ほか139万8,000円増となり、都委託金は差し引き121万2,000円の増で、都支出金計は計1,424万円を追加し、23億4,033万2,000円とするものでございます。

　次に、財産収入では、社会福祉法人が通所作業所を建設するため、海沢町有地の売払収入1,004万6,000円を追加し1,004万7,000円に、繰入金では、特別会計繰入金として介護保険特別会計458万8,000円、後期高齢者特別会計200万円の計658万8,000円を追加するほか、基金繰入金につきましては、財政調整基金3,400万円減、公共施設整備基金１億6,400万円増、減債基金5,000万円減を行い、基金繰入金は差し引き計8,000万円の増となり、繰入金計では8,658万8,000円を追加し、２億4,849万円とするものでございます。

　次に、繰越金については、平成22年度からの繰越額の確定により9,818万6,000円を追加し、１億2,818万6,000円とするもので、諸収入につきましては、受託事業収入で多摩の森林再生事業639万9,000円増、花粉症発生源対策事業2,000円減で639万7,000円の増、雑入では家具転倒防止事業助成金98万2,000円増となり、諸収入計で737万9,000円を追加し４億5,691万8,000円とするものでございます。

　次に、町債でございますが、臨時財政対策債の額の確定に伴い3,326万7,000円を減額し、１億8,673万3,000円とするもので、今回の補正の総額につきましては、３億3,507万9,000円を追加し、60億9,307万9,000円とするものでございます。

　２ページ、歳出でございます。

　総務費のうち総務管理費では、財政調整基金積立金5,000万円増ほか人件費等で計6,037万6,000円増、徴税費57万4,000円減、選挙費９万7,000円減は、主に人件費の補正で、総務費計では5,970万5,000円を追加し、８億7,075万4,000円とするものございます。

　次に、民生費では、社会福祉費・児童福祉費ともに人件費等の補正で290万7,000円を追加し、10億6,625万4,000円とするものでございます。

次に、衛生費のうち保健衛生費では、保健福祉センター来場者用駐車場整備工事315万円を新たに計上するほか、人件費等で212万4,000円の増、清掃費では西秋川衛生組合加入に伴い過年度負担金１億4,008万8,000円増、秋川衛生組合分賦金138万円減、他人件費等で差し引き１億3,945万4,000円の増となり、衛生費計は１億4,157万8,000円を追加し、６億2,001万4,000円とするものでございます。

　次に、農林水産業費のうち農業費では、体験農園施設増設に伴う基本計画策定業務等委託料275万1,000円増ほかで504万9,000円の増、林業費では、多摩の森林再生事業631万5,000円増、森林セラピー事業費122万8,000円増、林道維持費300万円増、西川線林道開設事業360万6,000円増ほかで1,453万円の増、水産業費は人件費等で304万2,000円の減となり、農林水産業費計では、1,653万7,000円を追加し、７億5,928万8,000円とするものでございます。

　次に、商工費は観光費で、観光施設修繕費159万5,000円増ほか人件費で７万5,000円を追加し、４億6,878万4,000円とするものでございます。

　次に、土木費のうち土木管理費は、地籍調査事業費308万2,000円増ほか人件費で442万1,000円の増、道路橋梁費では、道路維持費等8,425万円増、住宅費では長畑地内宅地分譲予定地整備工事ほか579万円増、下水道費は特別会計繰出金279万2,000円増となり、土木費計では9,725万3,000円を追加し、９億3,948万1,000円とするものでございます。

　次に、消防費では、家具転倒防止器具助成業務委託料98万円増、災害時要援護者管理システム整備委託料500万円ほか人件費で775万5,000円を追加し、２億2,629万3,000円とするものでございます。

　次に、教育費のうち教育総務費は特別支援補助員賃金130万1,000円増、新たに言語能力向上推進事業補助金120万円ほか人件費等差し引き７万2,000円の減、小学校費は小学校教室等木質化整備工事560万円ほか627万3,000円の増。３ページをお開きください。中学校費は氷川中学校校舎外壁等附帯工事204万8,000円増ほかで238万8,000円の増、給食費は需用費ほか44万2,000円の増、社会教育費は文化会館空調設備改修工事100万円増、民家模型修復等工事120万円増ほか人件費で38万8,000円の増となり、教育費計では941万9,000円を追加し６億1,423万9,000円とするものでございます。

　次に、公債費は財源組替、予備費で15万円を減額調整し1,164万6,000円とするもので、歳出合計の補正額は、歳入と同様に３億3,507万9,000円を追加し、60億9,307万9,000円とするものでございます。

　次に、４ページ、町債の補正でございますが、額の確定に伴い臨時財政対策債3,326万7,000円を減額し、合計で１億8,673万3,000円とするものでございます。

　以上で、議案第47号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第48号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第１号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ295万2,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ7,495万2,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によることとしております。

　１、２ページをお開きください。

　歳入の諸収入は、体験教室実費徴収金37万円を追加し346万7,000円に、繰越金については、平成22年度からの繰越額の確定により258万2,000円を追加し258万3,000円に、歳入合計は295万2,000円を追加し7,495万2,000円とするもの、歳出は、総務費の利用管理費で、体験教室需用費・備品・指導委託料等を295万2,000円を追加し7,494万4,000円に、歳出合計も295万2,000円を追加し7,495万2,000円とするものでございます。

　以上で、議案第48号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第49号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第１号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ100万3,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億6,200万3,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によることとしております。

１、２ページをお開きください。

　歳入の繰越金については、平成22年度からの繰越額の確定により100万3,000円を追加し100万4,000円に、歳入合計も100万3,000円追加し１億6,200万3,000円とするもので、歳出では、総務費の利用管理費で、イベント開催に伴う消耗品費を100万3,000円追加し１億6,189万5,000円に、歳出合計も100万3,000円を追加し１億6,200万3,000円とするものでございます。

　以上で、議案第49号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第50号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ6,762万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８億9,562万円とするものでございます。

２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によることとしております。

１ページをお開きください。歳入でございます。

繰入金は、国民健康保険基金より繰入金の窓口として1,000円を追加し１億1,812万8,000円に、繰越金は、平成22年度の繰越額の確定に伴い6,761万9,000円を追加し7,762万円とするもので、歳入合計は6,762万円を追加し、８億9,562万円とするものでございます。

次に、２ページ、歳出でございます。

保険給付費の療養諸費では、一般被保険者・退職被保険者療養給付費1,490万6,000円、一般被保険者・退職被保険者等療養費60万円の計1,550万6,000円、高額療養費では一般被保険者退職被保険者等高額療養費1,200万円の計2,750万6,000円の増を見込み、６億3,776万7,000円とするもの、基金積立金は国民健康保険事業運営基金への積立3,999万5,000円を追加し4,000万円に、諸支出金は、過年度国都及び療養給付費交付金返還金11万9,000円を追加し339万2,000円とし、歳出合計は6,762万円を追加し、８億9,562万円とするものでございます。

以上で、議案第50号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第51号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について説明申し上げます。

歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ335万9,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億9,735万9,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

　１ページをお開きください。歳入でございます。

後期高齢者医療保険料６万8,000円を減額し6,080万9,000円に、繰越金342万7,000円を追加し342万8,000円とするもので、歳入の補正額は335万9,000円を追加し、１億9,735万9,000円とするものでございます。

次に、２ページ歳出でございます。

諸支出金は、過年度保険料還付金30万円及び一般会計繰出金200万円の計230万円を追加し330万1,000円に、予備費105万9,000円増額調整し、歳出の補正額計は335万9,000円を追加し、１億9,735万9,000円とするものでございます。

以上で、議案第51号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第52号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第１号）について説明申し上げます。

歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,427万3,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７億5,127万3,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によることとしています。

　１ページをお開きください。

　歳入の主な内容は、平成22年度の交付金・補助金等の確定に伴うもので、介護保険料135万6,000円を追加し１億345万1,000円に、国庫支出金4,000円を減額し１億6,187万8,000円に、支払基金交付金199万2,000円を追加し１億9,798万3,000円に、都支出金144万9,000円を追加し１億790万3,000円に、一般会計からの繰入金44万5,000円を追加し１億6,758万4,000円に、繰越金は898万5,000円を追加し898万9,000円とするもので、歳入合計では1,427万3,000円を追加し７億5,127万3,000円とするものでございます。

　次に、２ページ歳出でございます。

　総務費の総務管理費は、介護保険システム更新業務委託料300万円増ほか人件費の補正で、344万8,000円を追加し5,314万2,000円に、地域支援事業の介護予防事業費では、可動式筋トレマシン購入費ほか102万4,000円の増、包括的支援・任意事業費では、節の組替によるもので、計102万4,000円を追加し3,550万5,000円に、諸支出金は過年度返還金及び一般会計への繰越金で、714万4,000円を追加し765万6,000円に、予備費で265万7,000円追加し321万6,000円とし、歳出補正額は1,427万3,000円を追加し７億5,127万3,000円とするものでございます。

以上で、議案第52号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第53号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第１号）について説明申し上げます。

歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ280万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ11億6,680万円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

　１ページをお開きください。

歳入の使用料及び手数料は、排水設備工事責任技術者登録申請等手数料3,000円を追加し、1,696万9,000円に、繰入金は、一般会計からの繰入金を279万2,000円追加し３億1,072万9,000円に、繰越金5,000円を追加し7,000円に、歳入合計も280万円を追加し11億6,680万円とするものでございます。

　２ページ、歳出の総務費は人件費21万4,000円を追加し9,902万2,000円に、事業費の下水道事業費は国・都道掘削復旧監督事務費負担金185万円ほか人件費で255万7,000円を追加し９億3,918万9,000円に、予備費で２万9,000円増額調整をし、歳出合計は280万円を追加し11億6,680万円とするものでございます。

　以上、議案第47号から議案第53号までの一般会計並びに特別会計について補正予算の提案の説明をさせていただきました。

　今後の予算執行に欠かせない予算でございますので、ご審議を賜りご決定いただきますようお願い申し上げます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で説明は終わりました。

　お諮りします。ただいま上程の議案第47号から議案第53号までについては、会議規則第37条の規定により所管の各常任委員会に審査を付託するところですが、両委員会合同で開催する連合審査会に審査を付託したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、議案第47号から議案第53号までについては連合審査会に審査を付託することを決定しました。今回期中に審査が終了するようお願いします。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時から再開とします。

午後１時45分　休憩

午後２時00分　再開

○議長（鈴木　賢一君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、日程第30　議案第54号　自治功労者の決定に同意を求めることについて、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第54号　自治功労者の決定に同意を求めることについて、提案のご説明をいたします。

　奥多摩町表彰条例第３条の規定に基づき、次の者を表彰したいので、同条例第９条第１項の規定により議会の同意を求めるものでございます。

氏名、小川幸男、年齢、78歳、住所、奥多摩町氷川195番地でございます。

自治功労表彰につきましては、「町表彰条例で自治表彰を受けた者が退職し、その功績が極めて顕著であった者並びに自治の振興に多大な貢献があったと認められる者に対して行う」と定めております。

　小川幸男氏の経歴等につきましては、お手元に配付いたしました略歴書のとおりでございます。平成７年から平成19年まで連続３期12年間議員として活躍され、この間、議長、副議長を歴任されたほか、町の代表監査委員、教育委員会委員長、奥多摩観光協会長等、多岐にわたり町の自治振興発展に多大な貢献をされました。

　小川氏の業績につきましては、皆様が等しく認めるところでございまして、奥多摩町表彰審査委員会に諮りましたところ、全員一致の賛意の答申を得ましたので、奥多摩町表彰条例第９条第１項の規定により、議会の同意を求めるものでございます。

　ご同意いただきました暁には、本年11月３日に予定しております功労者表彰式にて表彰させていただきます。ご審議をいただき、ご同意を賜りますようお願い申し上げまして説明とさせていただきます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第54号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第54号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第54号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第30　議案第54号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第54号については、これを同意することに決定しました。

　次に、日程第31　議案第55号　奥多摩町教育委員会委員の任命の同意を求めることについて、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第55号　奥多摩町教育委員会委員の任命の同意を求めることについて、提案のご説明をいたします。

　次の者を教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第４条第１項の規定に基づきまして、議会の同意を求めるものでございます。

　住所は、奥多摩町梅沢152番地２、氏名、沖山瑞紀、生年月日、昭和15年９月27日生まれでございます。

　理由でございますが、教育委員会委員沖山瑞紀氏が、平成23年９月30日をもって任期満了となりますので、その後任として同沖山瑞紀氏をその委員として任命いたしたく、議会のご同意を求めるものでございます。

　沖山瑞紀氏の学歴、職歴及び公職歴等につきましては、お手元の略歴書のとおりでございます。

　沖山瑞紀氏は、平成15年12月より教育委員会委員として務められておりますとともに、この委員として人格、識見ともに適正でありますので、引き続き任命いたしたく議会のご同意をお願いするものでございます。

　十分なるご審議をいただきまして、ご同意を賜りますようお願い申し上げまして、提案の説明といたします。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議案第55号の質疑を行います。質疑ございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第55号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第55号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　なお、採決は無記名投票により行います。

　議場を閉鎖します。

（議場閉鎖）

○議長（鈴木　賢一君）　ただいまの出席議員は13名であります。

　次に、開票立会人を指名します。

　会議規則第30条第２項の規定により、開票立会人に13番小林　勤議員、14番島崎利雄議員を指名します。

　投票用紙を配付させます。

（投票用紙配付）

○議長（鈴木　賢一君）　投票用紙の配付漏れはありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　配付漏れなしと認めます。
投票箱を点検します。

（投票箱点検）

○議長（鈴木　賢一君）　異常なしと認めます。

　ただいまから投票を行います。

　日程第31　議案第55号　沖山瑞紀君を奥多摩町教育委員会委員に任命することについて、これに同意することを可とする議員は賛成に、否とする議員は反対に丸印を表示の上、投票箱に投票願います。

　それでは、１番師岡伸公議員から順次投票をお願いします。

（投票）

○議長（鈴木　賢一君）　投票漏れはありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　投票漏れなしと認め、投票を終わります。

　続いて開票を行います。

　小林　勤議員、島崎利雄議員に立会いをお願いします。

（開票）

○議長（鈴木　賢一君）　それでは、投票の結果を報告します。

　投票総数13票、有効投票13票、有効投票中賛成票13票、以上のとおり賛成が多数であります。よって、沖山瑞紀君を教育委員会委員に任命することについては、これを同意することに決定しました。

　議場の閉鎖を解きます。

（議場開鎖）

○議長（鈴木　賢一君）　次に、日程第32　議案第56号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19請負契約について、を議題とします。

　ここで地方自治法第117条の規定により、９番清水典子議員には次の議案審議まで退席を求めます。

（９番　清水典子議員退席）

○議長（鈴木　賢一君）　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。

〔企画財政課長　加藤　一美君　登壇〕

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、議案第56号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19請負契約についてご説明させていただきます。

　提案理由につきましては、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第16号）第２条に定めます予定価格が5,000万円を超えますので、議会の議決を求めるものでございます。

　契約の目的は、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19でございます。

　契約の方法は、指名競争入札による契約でございます。

　契約の金額は、１億4,542万5,000円でございます。

　契約の相手方は、東京都西多摩郡奥多摩町棚沢777番地１、清水建設株式会社　代表取締役　清水福平氏です。

　入札調書につきましては、別途のとおりでございますのでご参照願います。

　なお、本請負契約につきましては、去る９月１日に入札を執行いたしまして、現在、仮契約を結んでおります。本日議決をいただきますと、明日７日が本契約となり、工期につきましては、平成24年３月16日を予定しております。

　工事の概要につきましては、担当課長より説明させていただきます。

　ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。

○議長（鈴木　賢一君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　それでは、議案第56号の工事の概要につきましてご説明をいたしたいと思います。

　工事の件名につきましては、奥多摩処理区下水道管渠建設工事その19。

　工事の場所につきましては、奥多摩町白丸・川井・大丹波地内でございます。

　工期につきましては、平成24年３月16日まで。

　工事の概要につきましては、管渠工537.27メートル、ポンプ場14か所及びポンプの中央監視装置の設置を計画しております。

　次のページをお願いいたします。次のページは案内図でございます。

　この図面の中でポンプの異常等を察知する工事も含まれておりまして、現在、小河内地区のポンプにつきましては、小河内浄化センターで集中管理をしておりますので、奥多摩処理区につきましても、小河内浄化センターで集中管理する計画でございます。そのため、奥多摩湖の下にございます小河内浄化センターの方に情報の伝達を考えております。

　次のページをお願いしたいと思います。

　次のページ２枚にわたりましてマンホールの位置図でございまして、赤い丸の位置がマンホールポンプとグラインダーポンプの位置でございます。

　次の２ページにわたりましては、ポンプの詳細図でございまして、マンホールポンプとグラインダーポンプの詳細図でございます。

　以上で議案第56号の説明を終わります。ご審議をいただきまして、ご決定賜りますようお願いいたします。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第56号の質疑を行います。質疑ございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議案第56号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第56号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第32　議案第56号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議案第56号については、原案のとおり可決されました。

　ここで退席された清水典子議員には自席にお戻りいただきます

（９番　清水典子議員着席）

○議長（鈴木　賢一君）　次に、日程第33　議員提出議案第１号　奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例を議題とします。

　事務局長に議案を朗読させます。事務局長。

○議会事務局長（大野　　尚君）　議員提出議案第１号　奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例、上記の議案を提出する。

　平成23年９月６日提出、提出者、奥多摩町議会議員　師岡　智、賛成者　同　師岡　伸公、賛成者　同　酒井正利、賛成者　同　原島伸行、賛成者　同　須崎　眞、賛成者　同増田ひさ子、賛成者　同　竹内和男、賛成者　同　小澤春義、賛成者　同　清水典子、賛成者　同　村木征一、賛成者　同　前田悦男、賛成者　同　小林　勤。奥多摩町議会議長殿。

　理由、議員定数が２名削減され、14名から12名となったことに伴い、各常任委員会の委員の定数についても、それぞれ１名減じて６名とする。

　以上でございます。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で朗読は終わりました。

　これより提案理由の説明を、提出者　師岡　智議員に求めます。師岡　智議員。

〔11番　師岡　　智君　登壇〕

○11番（師岡　　智君）　それでは、議員提出議案第１号の提案説明をいたします。

　平成22年第２回定例会において、奥多摩町議会議員定数条例を賛成多数で可決しました。これに伴い次の町議会議員選挙から議員定数を12名とすることになっております。しかし、奥多摩町議会委員会条例では、総務文教常任委員会、経済厚生常任委員会それぞれの委員定数が７名となっているため、それぞれ１名減員して６名とするものです。

　地方自治法には、「議員は少なくとも１つの常任委員になるもの」と規定されており、現在の定数でも法的には問題がありませんが、１人の議員が２つの常任委員会の委員になることは、当町の議会運営に支障が出る恐れがありますので、平成23年12月１日の改選後の議会構成を、現行のとおり１人の議員が１つの常任委員会に所属する形に改めたいということであります。

　以上で説明を終わります。

○議長（鈴木　賢一君）　以上で説明は終わりました。

　これよりただいま上程の議員提出議案第１号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　質疑なしと認めます。以上で議員提出議案第１号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議員提出議案第１号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（鈴木　賢一君）　異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第33　議員提出議案第１号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（鈴木　賢一君）　起立多数であります。よって、議員提出議案第１号については、原案のとおり可決されました。

　以上で本日の日程はすべて終了しました。

　お諮りします。次の本会議の予定は９月９日となっておりますので、明日９月７日と９月８日の２日間は休会にしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（鈴木　賢一君）　ご異議なしと認めます。よって、明日９月７日と８日の２日間は休会とすることに決定しました。

　なお、本会議２日目は９月９日午前10時より開議しますので、ご承知おきください。

　本日はこれにて散会します。大変ご苦労さまでした。

午後２時26分　散会

地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　奥多摩町議会議長

　　　　　　　奥多摩町議会議員
　　　　　　　奥多摩町議会議員
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